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平成 28年度事業報告書 

 

Ⅰ．事業の状況 

公益財団として 2 度目の事業年度を終え、事業活動についても、内閣府申請の

すべてのテーマで活動が展開でき、実績が着実に積みあがっている。 

 

平成 28年度の主な事業実績 

１．自主事業  

１）子どもの安心・安全を守るための活動 

（１）安全プログラム開発・普及 

・低学齢対象「子どもの安全・安心ハンドブック」の全国普及 

（実績：約 5 万部） 

・「子どもの安全・安心ハンドブック」と連動した講師用プログラムの開発。 

・高学齢対象「初めてのスマホ安心ガイドブック」を開発。 

(京都府警察本部と連携) 

 

（２）防災プログラム開発・普及 

・東日本大震災 5 年の節目であった 2016 年 3 月、(株)ベネッセコーポレーシ

ョン〈こどもちゃれんじ〉の制作協力にて、防災教育紙芝居「じしんのとき

の おやくそく」を制作。全国で希望のあった保育園・幼稚園向けに提供。 

(実績：約 6 千部) 

 

２）重い病気や障がいを抱える子どもの学び支援 

 （１）院内学級における学び支援プロジェクト 

・分身ロボット OriHime を活用した院内学級における学び支援モデルの開発。 

・プロジェクトの拡大(光明、北、墨東、小平の４つの特別支援学校設置の院

内学級でプロジェクト実施)。 

・４校での情報交換会も実施し、各校での活用状況の共有、4 校で連携した企

画等も検討。 

 

（２）発達障がい支援 

・東京藝術大学 COI 拠点 や、特非）ADDS と連携し、音楽・映像と療育を組

み合わせた発達障がい支援ワークショップを開催。 

・発達障がい支援サイト「エール＆リンク」の運営(情報提供)。 
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３）グローバル社会を生きる子どもの学び支援 

 

（１）就学前対象 

・特非）グッドネーバーズ・ジャパンとの共催による「ちびっこおえかきコ

ンテスト」（後援：外務省、文部科学省、JICA）実施 

・全国から 1,217 作品の応募 → 入賞 10 作品／佳作 40 作品／団体賞 1 園

を選出し、2 月 25 日に表彰式実施 

 

（２）高校生対象 

・社）全国高校英語ディベート連盟国際委員会と協働し活動。世界大会派遣日

本代表チームの選抜と育成を実施。 

 

（３）「よりよい社会づくりにつながる学び」へ 

・“ソーシャルリーダーシップ”という概念を定義し、ベネッセこども基金な

らではのユニークな学びを創出していく方向性を明確化。 

・日本財団パラリンピックサポートセンター等とパラリンピック教材を共同

開発。特非）日本ファンドレイジング協会と「ソーシャルリーダーシップ・

プログラム小学校高学年版」を共同開発(検討中)。 

 

２．助成事業  

１）「熊本地震」で被災した子どもの緊急助成 

 2016 年 4 月 14 日に発生した「熊本地震」で被災した子どもたちを支援する団

体の活動に対して緊急助成を行った。 

  助成件数 38 件 

   助成総額 18,828,908 円 

 

2）重い病気を抱える子どもの学び支援活動助成 

 重い病気や障がいを抱える子どもの学び支援を行う団体の活動を対象に助成を

行った。 

  助成件数 8 件 

   助成総額 10,771,300 円 

 

3）経済的困難を抱える子どもの学び支援活動助成 

 経済的困難を抱える子どもの学び支援を行う団体の活動を対象に助成を行った。 

  助成件数 13 件 

   助成総額 20,348,030 円 
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4）災害地の子どもの学びや育ちの支援活動助成 

 東日本大震災及び熊本地震で被害をうけた子どもたちの学びや育ちを支援する

団体の活動を対象に助成を行った。 

  助成件数 11 件 

   助成総額 19,328,337 円 

 

３．広報 

・公益財団法人として最初のアニュアルレポートの発行、年間 2 回の News Letter

の発行など、基本ツールを整備。 

・助成募集告知については、地域の中間支援団体等への訪問や助成資料の送付、東

北での助成説明会の実施などにより、Web での露出増や応募増などの成果を得た。 
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平成 28 年度決算報告書（平成 28 年 4 月１日～平成 29 年 3 月 31 日） 
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Ⅲ． 
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Ⅳ．附属明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載しているため、省略する。

２．引当金の明細

引当金が存在しないため省略する。

附属明細書
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※ 「監査報告書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


